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福島県資源管理指針

平成２３年 ４月１４日策定

平成２４年 ９月 ３日変更

平成２９年１１月２７日変更

第１ 福島県の海洋生物資源の保存及び管理に関する基本的な考え方
※沖合底びき網漁業については、沿岸漁業と共通の資源を利用していることから、沿岸

漁業の漁獲量、資源状況等については、沖合底びき網漁業を含めた記載とする。

１ 福島県の漁業概観（漁場環境、資源来遊状況、漁業実態、生産量等）

本県は、東北地方太平洋岸南部に位置しており、海岸線は単調な形状を呈し、総延長

は約160kmである。福島県沖は黒潮と親潮が交錯する海域であり、良好な漁場が形成さ

れている。内湾性の海域は、沿岸北部の松川浦のみであり、周囲20.5km、総面積 6.46

ｋ㎡の大きさで、大潮の干潮時には水路以外のほとんどが干出する潟湖である。

東日本大震災（以下、震災）前の沿岸漁業生産量は2.5万トン前後、生産金額は90～1

10億円で推移していた。沿岸漁業における漁業種類別の漁獲金額比率でみると、沖合底

びき網漁業（37％ 、機船船びき網（22％ 、さし網（19％）の占める比率が高い（平成） ）

21年 。その他、小型機船底びき網漁業、かご、つり・はえ縄、採貝藻（潜水 、貝けた） ）

、 、 。網 定置網については漁獲金額比率は低いものの 主たる漁業とする経営体がみられた

漁獲量の大きな割合を占めるメロウド、オキアミを除くと震災前の漁獲量は安定的に

推移していた。

また、本県沿岸域は、南北で異なる環境条件により漁業における定着性底魚資源への

依存度に差がみられていた。

沿岸北部（相双地方）は漁場の生産力が高い遠浅の仙台湾、低水温の条件のもと、沖

合底びき網、さし網を中心に、定着性底魚資源への依存度が高いが、機船船びき網など

による回遊性魚の利用も平成10年頃より高まっていた。

一方、沿岸南部（いわき地方）は急深で漁場が狭いこと、水温が高いことからさし網

漁業への依存が低い一方で、シラス等を漁獲する機船船びき網漁業への依存度が高く、

また、磯根資源を利用する漁業が発達していた。

震災及び東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所（以下、福島第一

原発）事故の影響により沿岸漁業は操業自粛を余儀なくされた（平成２９年１０月現在

も継続中）一方で、漁業再開に向け、福島県漁業協同組合連合会は平成２４年６月から

小規模な操業と販売を行う試験操業を開始した。当初、試験操業は沖合底びき網漁業に

おいて、３種を対象に水深１５０ｍ以深の本県北部海域で開始された。また、他の沿岸

漁業では、平成２４年７月から沖合たこかご漁業で開始された。試験操業は徐々に対象

種・海域等を拡大し、平成２９年１０月時点で出荷制限魚種を除く全ての魚介類を対象

に福島第一原発半径１０ｋｍ以内を除く海域で実施している。
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２ 資源管理の実態（資源管理型漁業総合推進対策事業等に基づく資源管理、資源回復計

画等）

平成5年を「資源管理元年」と銘打って、ヒラメ全長30cm自主規制の取組みを開始し

て以降、自主的な資源管理により本県沿岸漁業資源は安定化が図られているものと考え

。 、 、られている また ヒラメ漁獲サイズ規制は全国に先駆けた取組みとして定着しており

資源管理効果はもとより、その成功は資源管理の重要性を本県漁業関係者の意識に深く

定着し、その後の資源管理型漁業の展開につながっている。

(1) 資源管理型漁業総合推進対策事業等により開始された取組み

ア アイナメ 全長規制

イ ホッキガイ 漁期の漁獲総量の設定

ウ イシカワシラウオ 漁期の設定
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図 福島県沿岸漁業属地水揚量の推移（沖合底びき漁業を含む）
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(2) 資源回復計画に基づく取組み

ア 福島県マアナゴ資源回復計画に基づく、成魚の全長規制及び加入量に影響を与

える葉型仔魚（ノレソレ）の漁獲制限。

イ 太平洋北部沖合性カレイ類資源回復計画（キアンコウ、ヤナギムシガレイ）に

基づく、禁漁区の設定。

資源回復計画は平成２４年３月３１日をもって終了したが、上記計画に基づき実

施してきた取組みについては、今後も継続する。

３ 資源管理の方向性

漁業調整規則等で規定されている採捕禁止期間や体長制限等の公的資源管理措置を遵

守するとともに、これまでに取り組んでいる漁獲可能量管理や資源回復計画に基づく取

組みも含め、本指針に基づき漁業者の自主的な資源管理の取組みを推進することで、水

産資源の維持・回復を図る。

アワビ、ホッキガイについては単一漁業種類による資源利用であることから、魚種別

の資源管理措置に取り組むこととする。また、本県沿岸漁業の多くの漁業種類は複数の

魚種を対象にしていることから、これらについては漁業種類別に、経営上重要な魚種を

対象に取組むこととする。また、地域により漁場や底魚資源への依存度に差があること

から、必要に応じて地域ごとに異なる資源管理措置に取り組むこととする。

また、沖合底びき網漁業については、小型機船底びき網漁業等の沿岸漁業と共通の資

源を利用しているため、同様の自主的な管理が行われるよう関係者間の調整に努めるこ

ととする。

さらに各資源管理組織（漁業協同組合及び漁法ごとの漁業者協議会等）は、入会漁業

に関して他県で操業する場合においては、他県における自主的な取組みに協力するとと

もに、本県漁場で操業を行う他県船に対し、本県と同様の取組みについて調整が図れる

よう努めることとする。

くろまぐろについては、ひき釣り漁業等により本県海域で漁獲される資源である。広

域に分布する資源であり、国の指針や基本計画等のほか 「くろまぐろ型の数量管理に、

関する福島県計画（試行 」に基づき、適切な資源管理措置を講じることとする。）

なお、本指針における公的規制とは、漁業関係法令に基づく各種規制（漁業権行使規

則及び広域漁業調整委員会及び海区漁業調整委員会指示を含む）を指すものとするが、

公的規制であっても従来自主的に実施されていた資源管理の取組みであって、水産基本

計画(平成14年３月閣議決定）に基づく取組みの開始された平成14年度以降にこれら公

的規制に移行したものについては、本指針においては、自主的取組みとみなすものとす

る。
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４ 震災の影響への対応

震災及び福島第一原発事故による長期にわたる漁業の自粛によって、資源状況が大き

く変化していることから、漁業再開に当たっては資源状況に応じた資源管理の取組みに

ついて検討する必要がある。

このため、県は漁業再開後の資源管理型漁業の推進に必要な調査を継続し、調査結果

をもとに本指針の内容を検討するとともに、漁業者等への情報提供及び必要な提言を行

い、漁業者自らの協議により決定、実行される自主的な資源管理の取組みの充実・強化

を図ることとする。
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第２ 海洋生物資源等毎の動向及び管理の方向

【魚種別資源管理】
1 アワビ

(1) 資源及び漁獲の状況

素潜り又は潜水器使用により漁獲される。栽培漁業対象種であり、漁獲物の半数以

上を放流資源が占めていたが、震災により種苗放流が中断した影響で放流資源の割合

は低下しつつある。

現在整備中の新たな種苗生産施設が供用開始され、震災前と同規模でのアワビ種苗

の生産及び放流が再び可能となることを踏まえた上で、資源の安定化を図っていく必

要がある。

震災及び福島第一原発事故により、平成23年3月以降、操業を自粛していたが、平

成26年5月から試験操業による漁獲が行われている。

(2) 資源管理目標

計画的な操業による資源の安定を目指す。

(3) 資源管理措置

親貝水準の向上により資源の安定を図るため、漁業調整規則、漁業の許可の内容

及び制限又は条件等の公的規制を遵守するほか、自主的措置として、以下の措置に

重点的に取り組む必要がある。

潜水漁業（素潜り及び潜水器使用）

休漁

資源管理効果の向上のため、上記の措置のほか、地域ごとの状況にあわせて、漁

獲個数の制限、操業時間の制限、禁漁区設定に取り組むほか、磯焼け対策の推進や

空ウニ移植の適切な実施により漁場環境の改善に努める必要がある。
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２ ホッキガイ

(1) 資源及び漁獲の状況

貝けた網漁業により漁獲されている。資源水準は長期的な大変動を繰り返し、昭和

20年代から40年代は低水準期、昭和50年以降は高水準期となっている。昭和50年代以

前は相馬地区のみで漁業が行われていたが、資源状況が改善した後は、県下全域で漁

業が行われている。

数年に一度、卓越年級群の発生がみられ、それを計画的に管理しながら漁獲してい

る。

震災及び福島第一原発事故により、平成23年3月以降、操業を自粛していたが、平

成26年6月から試験操業による漁獲が行われている。

(2) 資源管理目標

計画的な操業により、卓越年級群の利用の平準化を図り漁獲の安定を目指す。

(3) 資源管理措置

漁獲の安定化を図るため、漁業調整規則、漁業の許可の内容及び制限又は条件等の

公的規制を遵守するほか、自主的措置として、以下の措置に重点的に取り組む必要が

ある。

貝けた網漁業

休漁

資源管理効果の向上のため、上記の措置のほか、地域ごとの状況にあわせて、曳網

回数制限、禁漁区設定、袋網の目合い制限に取り組む必要がある。

今後、資源状態が低水準期に移行することも懸念されることから、資源状態に応じ

た計画的な操業や、噴流式貝けた網の導入による協業化の推進により、安定的な漁獲

が持続されるよう努める必要がある。
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【漁業種類別資源管理】
１ 機船船びき網漁業

(1) 資源及び漁獲の状況

機船船びき網漁業では、コウナゴ（イカナゴ仔稚魚 、メロウド(イカナゴ成魚 、） ）

シラス（カタクチイワシ仔稚魚 、シラウオ（イシカワシラウオ 、オキアミ（ツノナ） ）

シオキアミ 、ノレソレ（マアナゴ仔魚）等の沿岸性の複数の浮魚類を漁獲している）

ため、漁業種類別の資源管理措置に取り組むこととする。

機船船びき網漁業での震災前（平成17～22年）の漁獲量は約8,000～12,000トン、

漁獲金額は10～30億円で推移していた。

コウナゴ、シラス、オキアミは、来遊資源であり、年変動が大きい。シラスは平成

10年頃より、沿岸北部の相馬地区、双葉地区における漁場が開拓され漁獲が大きく増

加した。

シラウオは、本県沿岸の地先資源であり、年魚であることから、資源状況は前年の

親魚の産卵数に大きく左右される。漁獲量からみた震災前の資源状況は低位、横ばい

であった。

イカナゴの成魚であるメロウドも漁獲対象となっており、その加入量を左右するコ

ウナゴについて漁獲を制限するとともに、親魚としてのメロウドについても漁獲制限

が行われている。

震災及び福島第一原発事故により、平成23年3月以降、操業を自粛していたが、機

船船びき網漁業は平成25年4月よりコウナゴを対象に、平成25年8月からシラスを対象

とした試験操業が行われている。
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(2) 資源管理目標

来遊資源が主体であることから、効率的な漁獲を目指すが、カレイ類等の重要魚種

の餌料生物であることに配慮し、努力量の制限などに取り組むことで、計画的な漁獲

による資源利用の効率化を図る必要がある。

(3) 資源管理措置

効率的かつ安定的な資源利用を推進するため、漁業調整規則、漁業の許可の内容及

び制限又は条件等の公的規制を遵守するほか、自主的な取組みとして以下の措置に重

点的に取り組む必要がある。

休漁

資源管理効果の向上のため、上記の措置のほか、地域ごとの状況にあわせて「福島県

マアナゴ資源回復計画」に基づき実施してきたノレソレ禁漁または漁獲量制限に取り組

むとともに、オキアミ漁獲量制限、シラウオ及びコウナゴの漁期の制限、シラス操業時

間制限、メロウド漁獲量制限等に取り組む必要がある。
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２ さし網漁業（固定式さし網漁業）

(1) 資源及び漁獲の状況

、 、 、さし網漁業では ヒラメ カレイ類を中心とした複数の魚種を対象としているため

漁業種類別の資源管理措置に取り組むこととする。

震災前（平成17～22年）の漁獲量は、約2,000～3,000トン、漁獲金額は14～20億円

で推移している。漁獲の主体はヒラメ及び沿岸性カレイ類であり、漁獲金額の約60％

をヒラメ、マガレイ、マコガレイ、イシガレイが占めていた。

これらの資源状況は、震災前はヒラメは高位安定、イシガレイは高位減少、マコガ

レイは中位減少、マガレイは高位安定となっていた。震災後は大型魚が主体となって

いることが調査で明らかとなっており、今後の資源動向については稚魚の加入状況を

注視する必要がある。

震災及び福島第一原発事故により、平成23年3月以降、操業を自粛していたが、さ

し網漁業は平成26年6月から試験操業が行われている。
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個体数密度による全長組成の比較（ヒラメ、マガレイ）
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(2) 資源管理目標

震災後は大型魚が主体の資源状況となっているため、漁獲努力量の適切な管理によ

り、親魚量の確保と漁獲サイズの大型化を図り、資源を増加、安定させることを目標

とする。

(3) 資源管理措置

ヒラメ、沿岸性カレイ類資源については、震災以降、大型魚主体の資源状況となっ

ており、これらの有効かつ持続的な利用のため、漁業調整規則、漁業の許可の内容及

び制限又は条件等の公的規制を遵守するほか、自主的措置として、地域別に以下の措

置に重点的に取り組む必要がある。

休漁

資源管理効果の向上のため、上記の措置のほか、地域ごとの状況にあわせてホシガレ

イ及びマガレイの全長制限に取り組むとともに、産卵期のマコガレイ親魚保護について

検討する必要がある。
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３ 小型機船底びき網漁業

(1) 資源及び漁獲の状況

小型機船底びき網漁業では、ヒラメ、カレイ類を中心とした複数の魚種を漁獲対象

としているため、漁業種類別の資源管理措置に取り組むこととする。

（ ） 、小型機船底びき網漁業での震災前 平成17～22年 の漁獲量は約1,300～1,800トン

漁獲金額は5～7億円で推移していた。

漁獲金額の上位を占めるのは固定式さし網同様ヒラメ及び沿岸性カレイ類であり、

漁獲金額の約34％がヒラメ、マガレイ、マアナゴによるものとなっていた。

震災前の資源状況は、ヒラメは高位安定、イシガレイは高位減少、マコガレイは中

位減少、マガレイは高位安定、来遊資源であるマアナゴは中位増加となっていた。震

災後は、震災前と比較し高い重量密度（１ｋｍ あたりの重量）を保っていることに

加え、断続的に良好な新規加入があることが調査で明らかになっており、今後も高い

資源水準を維持していくと考えられる。

震災及び福島第一原発事故により、平成23年3月以降、操業を自粛していたが、小

型機船底びき網漁業は平成27年9月から試験操業が行われている。

いわき丸着底トロール調査による重量密度の経年変化



- 14 -

(2) 資源管理目標

断続的に良好な新規加入があり、高い資源水準にあるため、漁獲努力量の適切な管

理により、資源の有効利用及び親魚量の確保と漁獲サイズの大型化を図り、資源を増

加、安定させることを目標とする。

(3) 資源管理措置

ヒラメ、沿岸性カレイ類資源については、近年高い資源水準を維持しているが、今

後ともこの状況を維持するため、漁業調整規則、漁業の許可の内容及び制限又は条件

等の公的規制を遵守するほか、以下の措置に重点的に取り組む必要がある。

休漁

、 「 」資源管理効果の向上のため 上記のほか 太平洋北部沖合性カレイ類資源回復計画

に基づき実施してきた取組み 「福島県マアナゴ資源回復計画」に基づき実施してき、

たマアナゴ全長規制のほか、地域ごとの状況にあわせて行うホシガレイ全長制限、ア

イナメ全長制限に取り組むとともに、産卵期のマコガレイ親魚保護について検討する

必要がある。
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４ つり・はえ縄漁業

(1) 資源及び漁獲の状況

つり・はえ縄漁業では、メバル、アイナメ、スズキ、ヒラメなどの複数の魚種を漁

獲対象としているため、漁業種類別の資源管理措置に取り組むこととする。

沿岸漁業におけるつり・はえ縄漁業での震災前（平成17～22年）の漁獲量は約180

～350トン、漁獲金額は2.7～3.6億円で推移していた。

メバル、アイナメ、スズキ、ヒラメの4種で当該漁業種類の漁獲金額の76％を占め

ていた。

震災及び福島第一原発事故により、平成23年3月以降、操業を自粛していたが、つ

り漁業は平成28年10月から試験操業が行われている。

(2) 資源管理目標

震災前では、メバル、アイナメは資源水準が低位横ばいとなっていたが、震災後は、

メバル(シロメバル)は試験操業対象種ではなく、アイナメは平成28年10月から試験操業
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対象となったものの、水揚量が少なく資源水準は不明である。これまでの推移から卓越

年級群を活用した資源増大が期待できないため、漁獲努力量の抑制により持続的な利用

を目指す。

(3) 資源管理措置

対象魚種の資源を持続的に利用するため、漁業調整規則等の公的規制を遵守するほ

か、自主的措置として、地域別に以下の措置に重点的に取り組む必要がある。

休漁

資源管理効果の向上のため、上記の措置のほか、地域ごとの状況に合わせてアイナ

メ及びメバルの全長制限に取り組む必要がある。
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５ かご漁業

(1) 資源及び漁獲の状況

かご漁業では、主にマダコ、ミズダコ、マアナゴが対象となっており、特定の魚種

を選択的に漁獲することは難しいため、漁業種類別の資源管理措置に取り組むことと

する。

かご漁業での震災前（平成17～22年）の漁獲量は約800～1,300トン、漁獲金額は4

～6億円で推移しており、ミズダコとマアナゴで漁獲金額の62％を占めていた。

3種とも来遊状況によって漁獲量が変動する。南から来遊するマダコは春先の水温

が高い年に豊漁となり、北から来遊するミズダコは北からの親潮系冷水が強勢の年に

豊漁となる傾向がある。

震災及び福島第一原発事故により、平成23年3月以降、操業を自粛していたが、か

ご漁業は平成25年7月から試験操業が行われている。
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(2) 資源管理目標

来遊資源が主体であることから、漁獲努力量の抑制により漁獲サイズの大型化を図

り、資源の有効活用を目指す。

(3) 資源管理措置

来遊した資源を有効に活用し、漁業収入の安定を図るため、漁業調整規則、漁業の

許可の内容及び制限又は条件等の公的規制を遵守するほか、以下の措置に重点的に取

り組む必要がある。

漁期の制限

資源管理効果の向上のため、上記の措置にあわせて 「福島県マアナゴ資源回復計、

画」に基づき実施してきたマアナゴ全長規制のほか、地域ごとの状況に合わせて漁獲

量制限、マダコのサイズ規制に取り組む必要がある。
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６ 定置網漁業

(1) 資源及び漁獲の状況

定置網漁業では、サケを主対象とする操業が多く、漁獲金額の77％をサケが占めて

いる。震災前（平成17～22年）の定置網漁業の漁獲量は約230～330トン、漁獲金額は

0.7～1.2億円で推移していた。

主対象となるサケは栽培漁業対象種であり、漁獲物の多くは放流資源である。

震災前のサケ資源は、高位安定傾向にあった。また、海面と河川での採捕割合は概

ね1対1で推移していた。

震災及び福島第一原発事故により、平成23年3月以降、操業を自粛しており、震災

後の資源水準は不明である。

(2) 資源管理目標

震災及び福島第一原発で中断していたサケの放流事業が再開されつつあることか

ら、漁期の制限により河川への十分な親魚の遡上を確保し、円滑な増殖事業を推進す

ることで、サケ資源の安定化を図る。

(3) 資源管理措置

漁獲の主対象であるサケ資源を維持するため、漁業調整規則、漁業の許可の内容及

び制限又は条件等の公的規制を遵守するほか、以下の措置に重点的に取り組む必要が

ある。

漁期の制限（サケ）

上記の取組みのほか、河川のサケ増殖団体との調整を図りながら、資源管理に努め

る必要がある。
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第３ 資源管理計画 評価 検証及 高度化 実施方針の ・ び の
本指針に従い作成された資源管理計画については、以下に示す手順・方法により、計画

（Ｐｌａｎ 、実施（Ｄｏ 、評価（Ｃｈｅｃｋ 、改善（Ａｃｔ）のＰＤＣＡサイクルを） ） ）

着実に実施し、漁業者や資源を取り巻く状況等に応じた適切な資源管理の推進を図ること

とする。

① 各資源管理計画において、策定後４年を経過した次の年度に、計画の内容が適切かど

うか等について、評価・検証する。

② ①の評価・検証については、外部有識者（漁業や資源管理についての専門的知識を有

する者など）が参加する資源管理協議会が実施する。

③ 評価に用いる指標は、対象魚種の資源量やＣＰＵＥの経年的な変化を基本とし、現時

点で資源量やＣＰＵＥの把握が難しい漁業種類についても、漁獲努力量及び漁獲量など

の経年的な変化を組み合わせた定量的な資源動向を把握できるよう必要なデータ収集・

蓄積などの体制整備を図るものとする。

④ 評価・検証の結果を踏まえ、資源管理計画の目標、管理措置の内容等の見直し、改善

を図るものとするとともに、資源管理措置を講ずる漁業者及び関係団体への周知徹底を図

る。

第４ その他
本資源管理指針に従い、関係する漁業者等が資源管理計画を定めた場合には、同計画に

記載された資源管理措置について各関係漁業者が誠実に履行することが必要であるため、

、 、 、 、県は 別紙に記載する手段を用い その履行を適切に確認することとし 各関係漁業者は

県の行う履行確認に積極的に協力しなければならない。また、履行確認については福島県

水産情報システムも合わせて活用することとする。

また、各関係漁業者は、休漁期間中も含め、種苗放流の推進などにより資源の増大に努

めるとともに、藻場及び干潟の保全及び造成等により漁場環境の改善にも引き続き取り組

む必要がある。
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別紙

資源管理措置の履行確認手段について

各漁業者の行う資源管理措置の履行確認に当たっては、下表に掲げる各手段を用いるこ

ととする。

資源管理措置 履行確認書類

（ ）休漁（禁漁日の設定、操業期間の設定） 休漁計画の報告 漁業協同組合

産地魚市場における日別漁業種

（ ）類別取扱量報告 市場開設者等
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（参考）

沿岸漁業属地漁業種類別・魚種別金額（平成22年 １億円以上のもの） 単位：千円

小型底び
き

貝けた網 船びき網
固定式
さし網

定置網
つり・
はえ縄

かご 採貝藻 総計

サケ 55 0 0 52,768 50,102 3 0 0 102,942
シラス 0 0 699,418 0 0 0 0 0 699,418
ヒラメ 84,071 0 395 443,352 2,761 3,948 0 0 562,313
イシガレイ 2,848 0 34 113,547 52 469 27 0 116,772
マガレイ 35,145 0 0 191,345 0 1,333 94 0 227,254
マコガレイ 14,322 0 28 208,970 35 2,995 26 0 224,942
メバル 120 0 74 65,102 60 3,318 23 0 104,856
スズキ 4,540 0 2,537 40,663 11,601 56,292 0 0 103,054
メロウド 0 0 478,178 0 0 0 0 0 478,178
コウナゴ 0 0 893,108 0 0 0 0 0 893,108
シラウオ 0 0 48,906 66,265 0 0 0 0 115,172
魚類小計 332,187 0 2,160,654 1,414,932 82,013 245,474 48,625 0 4,332,057
アワビ 0 0 0 0 0 0 0 180,183 180,183
ホッキ 0 184,042 0 0 0 0 0 0 184,042
ミズダコ 21,530 0 2 7,013 0 396 139,011 0 167,754
水産動物小計 133,117 197,125 2,054 96,344 190 664 313,788 305,505 1,049,111
海藻小計 0 0 0 0 0 0 0 18 18
総計 465,304 197,125 2,162,708 1,511,277 82,203 246,139 362,413 305,523 5,381,186

漁業種類別の魚種比重 単位：％

小型底び
き

貝けた網 船びき網
固定式
さし網

定置網
つり・
はえ縄

かご 採貝藻 総計

サケ 0 0 0 3 61 0 0 0 2
シラス 0 0 32 0 0 0 0 0 13
ヒラメ 18 0 0 29 3 2 0 0 10
イシガレイ 1 0 0 8 0 0 0 0 2
マガレイ 8 0 0 13 0 1 0 0 4
マコガレイ 3 0 0 14 0 1 0 0 4
メバル 0 0 0 4 0 1 0 0 2
スズキ 1 0 0 3 14 23 0 0 2
メロウド 0 0 22 0 0 0 0 0 9
コウナゴ 0 0 41 0 0 0 0 0 17
シラウオ 0 0 2 4 0 0 0 0 2
アワビ 0 0 0 0 0 0 0 59 3
ホッキ 0 93 0 0 0 0 0 0 3
ミズダコ 5 0 0 0 0 0 38 0 3
総計 100 100 100 100 100 100 100 100 100

魚種別の漁業種類比重 単位：％

小型底び
き

貝けた網 船びき網
固定式
さし網

定置網
つり・
はえ縄

かご 採貝藻 総計

サケ 0 0 0 51 49 0 0 0 100
シラス 0 0 100 0 0 0 0 0 100
ヒラメ 15 0 0 79 0 1 0 0 100
イシガレイ 2 0 0 97 0 0 0 0 100
マガレイ 15 0 0 84 0 1 0 0 100
マコガレイ 6 0 0 93 0 1 0 0 100
メバル 0 0 0 62 0 3 0 0 100
スズキ 4 0 2 39 11 55 0 0 100
メロウド 0 0 100 0 0 0 0 0 100
コウナゴ 0 0 100 0 0 0 0 0 100
シラウオ 0 0 42 58 0 0 0 0 100
アワビ 0 0 0 0 0 0 0 100 100
ホッキ 0 100 0 0 0 0 0 0 100
ミズダコ 13 0 0 4 0 0 83 0 100


